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  紀伊半島大水害からの復旧・復興 

～和歌山県復旧・復興アクションプログラム～ 

  和歌山県総務部 

  危機管理局総合防災課  

 

１．平成 23 年台風第 12 号による被災 

 

平成 23年台風第 12号とそれに伴う大雨によって、

平成 23 年（2011 年）8 月 30 日から 9 月 5 日までの

間に和歌山県では広い範囲で総降水量が1,000mmを

超え、多いところでは解析雨量で 2,000mm を越える

記録的な豪雨となり、百年に一度とも言われる大水害

が発生した。 

 いくつもの河川から水が溢れ、多くの地域で浸水被

害や土砂崩れが発生し、道路・電気・通信等のインフ

ラが次々と寸断された。約 8,400 棟もの建物が浸水被

害や土砂災害に遭い、県内産業に深刻な被害をもたら

した。そして、この大災害で県内で 56 人もの尊い命

が失われ、今なお 5 人の方が行方不明となっている

（平成 25 年 5 月末現在）。 

 雨の多い紀伊半島に位置する本県として、過去の悲

惨な経験を生かして備えてはいたが、自然の脅威の前

に打ちのめされ、無力感に苛まれた。 

この大災害から立ち上がるため、「まけるな!! 和歌

山」を合言葉に、国、関西広域連合、自衛隊をはじめ

とした関係機関、電力・通信・建設・廃棄物処理・医

療等の関連事業者、そして多くのボランティアの方々

と協力・連携し、まさに官民一体となって復旧に取り

組んだ。また、4 市町で孤立集落が発生したが、国や

自衛隊などへ知事がヘリコプターの出動を要請し、多

い日で最大 20 機のヘリコプターでの救助・救援活動

を行った。県内の主要道路や河川の応急工事を概ね 2

ヶ月で完了するなど、迅速な応急復旧を成し遂げるこ

とができた。 

平成 23 年 11 月には、復旧・復興の施策を被災者

の方々が一覧することができ、より県の取り組みをわ

かりやすくするため、「和歌山県復旧・復興アクショ

ンプログラム」を策定した。 

以下に、「和歌山県復旧・復興アクションプログラ

ム」策定までの経緯や、復旧・復興に向けた取組など

を紹介する。 

 

２．和歌山県復旧・復興アクションプログラム 

  の策定 

発災から 1 ヶ月が経過したころ、応急的な災害対

応から復旧活動に移行していき、復旧活動を効率的か

つ迅速に進めるためには、個々の部局がそれぞれの課

題に個別に対応するだけでなく、課題分析や活動調整

を実施する必要があったことから、平成 23 年 10 月 5

日、災害対策本部を補完する実務的な組織として、災

害対策本部の下に「和歌山県復旧・復興連絡調整会議」

を設置した。同会議では、復旧事業や新政策を取りま

とめた上、施策の検討や調整を行い、復旧活動の進捗

管理を行うこととした。 

さらにその 1 ヶ月後、道路・河川等の応急復旧に

目途がつき、今後の本格的な復旧・復興を推進する仕

組みが求められたことから、災害対策本部とは別に

11 月 1 日、復旧・復興に係る最高意志決定機関とし

て「和歌山県復旧・復興本部」を設置した。 

また、この頃、暮らしや産業の再建を目指す被災地

や被災者に、県として全力で復旧・復興を支援してい

くということを明確に示し、被災者に少しでも明るい

ニュースを届ける必要があった。そこで、被災者支援

や産業振興等におけるそれぞれの課題を抽出し、課題

に対して短期的に対策が必要なもの、中期的、長期的

に対策が必要な施策を整理・分類した「和歌山県復

旧・復興アクションプログラム」を復旧・復興本部会

議において平成 23 年 11 月 1 日に承認し、同日発表

した。 
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同アクションプログラムでは、様々な施策の具体的

な復旧目標や達成時期を設定し、復旧・復興本部や復

旧・復興連絡調整会議で行程・進捗管理を行うととも

に、これまでの防災・減災対策に加え、新たな風水害

対策にも取り組むことで、より災害に強い県土づくり

を目指すこととした。また、平成 23 年 12 月 21 日に

開催された第 2 回復旧・復興本部会議において、医

療機関、福祉保健施設の復旧やこころのケアに関する

事業などを新たに盛り込んだ「和歌山県復旧・復興ア

クションプログラム（改訂版）」を決定し、22 日に発

表した。 

和歌山県復旧・復興アクションプログラム

紀伊半島大水害による甚大な被害からの早期復旧・復興のために復旧・復興本
部を設置、「和歌山県復旧・復興アクションプログラム」を策定、これまでの
防災・減災対策に加え、新たな風水害対策にも取り組むことで、より災害に強
い県土づくりを目指します

■被災地被災者向けの各施策・対
策をそれぞれ即公表

■補正予算や２４年度新政策（新規
事業を公表

○短期・中期・長期に分類・
整理

○具体的目標設定及び目
標管理型災害対応

平成23年度 平成24年度 平成25年度以降

短 期 対 策

中 期 対 策
※継続事業あり

長 期 対 策

復旧・復興本部会議、復旧・復興連絡調整会議事務局等で進捗管理

 

図 1 和歌山県復旧・復興アクションプログラムの概要 

 

３．復旧・復興への取組と状況 

短期対策は、道路・河川やライフライン等の迅速な

応急復旧、被災者の生活再建支援など、被災後、即取

り組むべきものや住宅再建支援・中小企業者及び農林

水産業者への支援制度の充実など、平成 23 年度まで

に集中投入した対策である。平成 23 年 9 月補正予算

で過去最大規模の約 673 億円の予算措置を講じ、「災

害から立ち上がる和歌山!」をスローガンに、交通・

電気・通信機能などのインフラの応急復旧や、災害時

に発生した廃棄物や流木の処理、農地の応急復旧や医

療機関の機能復旧、保育所・老人福祉施設・障害者施

設の再開、各種証明書などの手数料の全額免除、不動

産所得税や自動車税の減免措置などを実施した。 

また、被災者への支援として既存の制度に囚われず

様々な施策を実施した。例えば、住家が全壊するなど、

生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対し、「被災者

生活再建支援法」に基づき国制度として最大 300 万

円の支援金の支給があるが、県ではこの制度に最大

150 万円の独自の支援金を上乗せする制度を創設し

た。全国制度に上乗せする県の制度としては、当時、

最高レベルのものであった。その他、中小企業者や農

林水産業者を支援する各種制度の充実や、「災害復興

のための観光振興アクションプログラム」の実行によ

る「元気な和歌山情報発信」、大規模な災害時にも安

全を保つことができる避難先を確保するため、専門家

の意見を踏まえた上で新たな避難先の見直し基準を

策定し、避難先の見直しなどを実施した。 

 中期対策は「復興に向け走り続ける和歌山!」をス

ローガンに、道路や河川・砂防施設などの本格復旧を

目標とした「生活基盤の向上」、世界遺産をはじめと

する文化財や教育施設の完全復旧による「地域社会の

活性化」、利水ダムの治水機能向上や熊野川等の治水

対策による「安心安全な地域づくり」、孤立集落対策

として防災行政無線機やヘリポートの整備を支援す

る「防災・減災対策の強化」など、平成 24 年度新政

策や平成 24 年度中に完了を目標とする対策である。

各対策に具体的な行動計画や目標値・達成時期を示し、

平成 24 年度にしっかり取り組む計画となっている。

道路・河川・砂防施設などの公共土木施設 95%を本

格復旧させるという高い目標であったが、平成 24 年

度末での公共土木施設の復旧率は約 94.5%となり、当

初の目標を概ね達成した。平成 24年度末での内訳は、

道路復旧では被災箇所 296 カ所中 271 カ所、河川復

旧では被災箇所 842 カ所中 805 カ所、砂防施設復旧

では県実施事業として復旧工事を行っている砂防施

設 36 カ所中 31 カ所、港湾・海岸復旧では 5 カ所全

ての箇所で復旧工事が完了している。教育施設は、全

て復旧を完了し、文化財については、16 カ所中 15

カ所で復旧を完了している。 



特集 水害からの復興   

 

 復興 (7 号) Vol.5 No.1 2013.9.  20 

 

長期対策は、「災害に強い新しい和歌山!」をスロー

ガンに、迅速な救助・救援活動のための「災害に強い

幹線道路ネットワークの整備」、予防的な治水対策と

して、中小河川の排水対策による「水害に負けない地

域づくり」、土砂災害対策として、土砂災害警戒区域

等の指定の推進や砂防、地すべり対策事業による「予

防対策の徹底」など、災害に強い県土づくりを目指し

平成 25年度以降も長期的に粘り強く取り組む対策で

ある。直轄河川・ダム事業の推進、河川・土砂災害対

策の推進、港湾・海岸施設の整備推進などについて、

粘り強く政府へ提案・要望している。 

 

４．災害対応での県の取り組み 

 ここでは、災害後、県が被災者・被災地に対し、ど

のような取組を行ったのかを紹介する。 

県と日本赤十字社和歌山県支部、県共同募金会では、

平成 23年 9月 9日から平成 24年 3月 30日まで義援

金の募集を行い、報道機関に資料提供し、県ホームペ

ージ等で広く周知した。その結果、1 万 2,505 件、9

億 6,759 万 948 円の義援金を受け付けた。この義援

金を公平かつ迅速に配分し、被災市町村を通じて被災

者に配分した。 

また、被災により広範囲にわたり県税の申告、納付

を行うことが困難となっていたため、地域を指定して、

県税の「申告等の期限延長」や法人県民税、個人事業

税などの「徴収猶予」の特例措置を受けられるように

対応した。多数の納税者等が被災した状況に鑑み、法

人県民税の減免措置を新設し、不動産所得税や自動税

の減免を拡大する特例措置を講じた。 

商工業の復旧・復興は、本庁関係課に総合相談窓口

や中小企業の融資制度、経営相談などの相談窓口を設

置したほか、各振興局などにも相談窓口を設置し、事

業再建を支援した。また、被害を受けた中小企業者の

事業再建や資金繰りを支援するため、従来からの経営

支援資金などに加えて、金融機関及び県信用保証協会

と連携して、新たに「平成 23 年台風第 12 号災害復

旧対策資金」を創設し、平成 23 年 10 月から運用を

開始し、平成 25 年 5 月末現在、239 件 28 億 3500 万

円を融資した。 

観光業については、世界遺産「熊野三山」や県南部

への主要なアクセスが寸断され、県の観光業に甚大な

被害がもたらされた。懸命な復旧作業により、観光客

が安全に、安心して来県できる状況が整った後、災害

後に激減した観光客の早期回復を目的として、「災害

復興のための観光振興アクションプログラム」を策定

し、正確な情報発信と観光客の誘客施策に取り組んだ。

また、復興をＰＲするため、熊野古道の保全活動やさ

まざまなメディア対策、プロモーション活動などを実

施した。 

大水害発生後、被災家屋の片付け作業に伴う災害廃

棄物が大量に発生した。また、山から流れ出た倒木も

大量に漂着したため、被災市町村が地区ごとに設置し

た災害廃棄物の一時集積場や仮置き場が山積みとな

った。県では、特に被害の大きかった市町に平成 23

年 9 月 11 日から延べ 66 人の職員を派遣し、災害廃

棄物の早期処理を支援した。また、災害廃棄物処理は、

焼却施設の能力に限りがあることや資源の有効利用

を行うという観点から、民間事業者を活用し、できる

限り分別し、鉄くずや家電品は金属資源等として再生

利用し、木くずは破砕処理を行い、パルプ原料や燃料

チップとして利用した。また、現地での分別が困難な

廃棄物が大量発生した市町では、県外の廃棄物処理業

者がコンテナによる海上輸送を行った。 

 日高川のはん濫により、日高川町の牛舎が被災し、

肉用牛 572 頭が流失した。腐敗による生活環境への

影響が懸念されたため、陸上の死亡牛は建設重機等を

使用して回収し、海上の死亡牛は地元漁業組合を通じ

て漁業者の協力を得て回収した。岩場に打ち上がって

いた死亡牛の回収は、本庁職員等が回収に当たった。

また、豚舎においても、浸水によって多くの豚が死亡

したため、日高川町が災害廃棄物として県外事業者に

処理を委託し、処理を行った。 

 海岸、河川、ダムには、推計 1 万 8,000 トンもの

大量の流木が漂着、堆積した。これらの流木は原木に
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近い状態で流出しているものも多く、比較的再利用が

可能な状態であったため、一律に処分するのではなく、

再利用可能な流木を一般の希望者に無償提供するこ

とにより、処理コストの削減や資源の有効活用を図っ

た。平成 25 年 5 月末現在、約 3,185 トンの流木を提

供した。 

 災害ボランティア活動については、発災直後、県社

会福祉協議会が被災市町の災害ボランティアセンタ

ー開設に先立つ事前調査を行い、その報告を受けて、

災害ボランティアの受け入れ、災害ボランティアバス

の運行等を決定し、被災地支援の応急体制を立ち上げ

た。被災した市町では、地元住民や自主防災組織等と

連携しながら災害ボランティアセンターを速やかに

設置し、活動の具体的な指示や安全管理などを行った。

被災地では、二次災害発生の恐れや道路状況によりア

クセスに時間を要する地域があるなど、ボランティア

活動に影響を及ぼす様々な障害があったが、県内企業

や団体、関係機関への積極的な働きかけや全国からの

ご支援により、県内外延べ 2 万 5,000 人の災害ボラ

ンティアが地元のニーズに合わせてさまざまな活動

を行った。 

 また、被災からの早期復旧のため、関西広域連合や

関西圏の各市をはじめ、被災市町村を除く県内市町と

協力し、災害対策本部の運営支援、避難者等健康管理、

ボランティアセンター支援、災害復旧事業を行う土木

職員派遣など、被災市町村へ平成 24 年 3 月末までに

延べ約 6,000 人の職員を派遣し、被災市町村への人的

支援を実施した。 

中期対策のうち、既存ダムの治水機能向上に向けた

取り組みについては、大規模な洪水が予測される際に

県営ダムの利水容量や関西電力株式会社の殿山ダム

を一時的に活用することにより、下流の被害をできる

だけ軽減させることについて、関西電力株式会社と協

定を結び、平成 24 年 6 月 16 日から新しい運用を開

始している。 

また、河川施設の復旧と併せて、築堤や河床の掘削

等により河道断面を拡大し、流下能力を向上させるこ

とで河川のはん濫を軽減するなど、再度の災害防止と

構造物の強化等を図るため、4 河川において災害復旧

助成事業や災害関連事業による改良工事を行い、甚大

な被害を受けた河川については、これまでの構造より

も、より災害を防止する観点で、築堤や河床の掘削等

によって流下能力を拡大させた。 

道路の改良復旧等では、内陸部の国道・県道のほと

んどが急峻な山間部を通るため、紀伊半島大水害時、

河川のはん濫や土砂崩れによって県内各地で通行止

めが発生し、救助・救援活動に支障を来した。また、

通行止めの長期化は住民生活に多大な影響を与えた。

この経験を踏まえ、今後の台風や地震等に備え、一部

の県管理道路では、原状回復だけでなく、より災害に

強い道路として改良復旧を進めている。また、引き続

き法面防災対策を実施している。 

長期対策のうち、幹線道路ネットワークの整備につ

いては、本県の紀南地域で海沿いを走る国道が寸断さ

れた場合、多数の孤立地域が発生し、救助・救援活動

に多大な影響を与える恐れがあり、今後、中長期的な

課題として、迅速な救助・救援活動のため、この国道

の代替路となる近畿自動車道紀勢線のミッシングリ

ンクの解消をはじめ、京奈和自動車道と五條新宮道路

からなる紀伊半島アンカールートの早期整備を国に

働きかけるとともに、高速道路を補完する内陸部幹線

道路の整備を図っていく予定である。 

 

５．紀伊半島大水害を踏まえた防災・減災対策 

県では、この大水害を教訓に、これまで以上に災害

に強い安全な和歌山を目指し、防災・減災対策を見直

し･強化するとともに、新たな減災対策を実施するこ

ととした。以下に、その対策を紹介する。 

（１）避難場所の見直し 

紀伊半島大水害では、予想を上回る河川の増水や土

砂災害等により、安全と考えていた避難所が 6 市町

50 カ所で被害を受けた。このため、避難場所が土砂

災害警戒区域や浸水想定区域に含まれていないかど

うか、各市町村が点検したところ、区域内に含まれて
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いる避難場所があった。この結果を受け、大規模な災

害時にも安全な避難先を確保するため、専門家の意見

を踏まえた上で、県が避難先の見直し基準と安全レベ

ルを示し、それを元に市町村が見直しを実施した。 

（２）避難指示・勧告等の発令基準の見直し 

紀伊半島大水害時、避難指示・勧告等の発令基準を

策定していない市町村があった。また、発令基準を策

定していた市町村においても、発令判断のための数値

基準や発令手順等が具体的でなかったことから、避難

指示等が発令されなかったり、避難に危険を伴う夜間

に発令されたりするなどの課題があった。 

このため、県では災害直後から「避難勧告等の判

断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（平成 17 年 3

月内閣府）に基づいた発令基準の策定促進に改めて取

り組んだ。さらに県では、内閣府の同ガイドラインを

具体化し、数値基準や具体的な発令手順を盛り込んだ

「和歌山県避難勧告等の判断・伝達マニュアルのモデ

ル基準」を平成 24 年 10 月に策定した。市町村では

このモデル基準を基に、既存の発令基準を見直し、地

理的特性等を踏まえた発令基準の策定を進めている。 

（３）防災体制等の見直し 

大水害時、庁内連携や情報共有が十分ではなく、長

時間の災害対応に応じられる職員の配置となってい

なかったなど、職員の防災体制の課題が明らかとなっ

たので、各防災体制の構成課室の見直しや防災体制の

発令・解除基準の見直しなどを行った。また、この災

害での対応の経験や東日本大震災の教訓を踏まえ、県

災害対策本部の体制を見直すとともに、職員の勤務態

勢や災害対策本部応急対応マニュアルなどの見直し

も行った。 

（４）実践的訓練等の実施 

紀伊半島大水害の教訓を踏まえ、平成 24 年度以降

に実施する防災訓練を見直し、従来の防災総合訓練に

代わるものとして、防災関係機関との連携や情報の収

集・伝達等に重点を置いた、実践的な災害対応訓練の

実施や、各振興局・市町村と孤立集落との通信訓練や

救援物資の受け入れ・仕分け･輸送に関する習熟訓練

や、災害対応を指揮した経験のある自治体職員を講師

とし、県・市町村職員の対応能力の向上を図る「危機

管理研修」を実施した。また、予算の確保にも力を入

れ、市町村が実施する避難・減災・救助に必要な各種

対策を総合的に支援する「きのくに防災力パワーアッ

プ補助金」について、発災直後の平成 23 年度 9 月補

正予算で 1 億円を増額し、総額 1 億 5,000 万円の予

算を確保した。また、平成 24 年度には、「まけるな！

和歌山パワーアップ補助金」として、総額 2 億円の

予算を確保し、台風第 12 号の緊急対策として、紀伊

半島大水害時、孤立した集落や無線機が水没した集落

に加え、孤立の可能性がある集落に対する無線機の整

備及び被災可能性のある福祉施設への防災ラジオ･戸

別受信機等の整備の 2 点を優先的に支援した。 

（５）防災相互通信用無線機の整備 

紀伊半島大水害では、浸水により通信設備がすべて

使用できないという事態が発生した。同じような状況

が市町村の本庁舎で発生した場合、県と市町村との間

で災害時の通信が確保できなくなるため、県では平成

24 年度に各振興局に防災相互通信用無線機を整備す

るとともに、新たに補助金を創設し、各市町村が本庁

舎の代替となる施設に設置する無線機の整備を支援 

した。 

（６）災害時緊急支援【移動県庁】 

大規模災害発生時に迅速かつ的確な初動対応を取

るためには情報収集活動が重要であることが再認識

された。県では情報収集体制を強化するため、被災

地で収集した情報を現地と災害対策本部がＷＥＢ上

で共有できる「災害情報収集分析システム」を構築

するとともに、現地での情報収集活動を支援するた

めのタブレット端末等の機器を整備した。 

（７）ヘリポート整備支援 

 紀伊半島大水害では、河川のはん濫や土砂崩れ等に

よって 40 地区の孤立集落が発生し、中山間部が多い

本県では、孤立集落対策が重要であることが再認識さ

れた。孤立集落対策には、ヘリコプターによる情報収

集や救急輸送等が非常に有効であることから、県では、
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ヘリコプターの離着陸場を整備する市町村に対し支

援を行い、平成 24 年度に 3 町 3 カ所で整備を実施し

た。 

（８）災害用備蓄品の充実 

大規模災害等発生直後に避難所等で不足すると想

定される生活用品等について、新たに備蓄品目に追加

した。長期保存が可能な飲料水、簡易トイレ等は直接

備蓄し、長期保存ができない粉ミルク、紙おむつ、生

理用品等は普段から使用している社会福祉施設に保

管を依頼し、古いものから順次使用する「ところてん

式」による備蓄を行うこととした。 

（９）災害時要援護者支援対策の強化 

紀伊半島大水害では、高齢者や障害者等、自力では

避難が困難な方 （々災害時要援護者）の避難について

課題があった。県では、「和歌山県災害時要援護者支

援マニュアル」を作成し、市町村の災害時要援護者避

難支援プランの基本的な方針（全体計画）の策定を促

進する支援をしてきたが、さらに市町村が策定する要

援護者に対する具体的な避難支援プラン（個別計画）

の策定を促進させるため、災害時要援護者の避難を支

援するための資機材（車椅子やリヤカー等）の整備に

対する補助や災害時要援護者支援者向けマニュアル

の作成・配布の取り組みを実施した。 

 

５．終わりに 

紀伊半島大水害からまもなく２年になろうとして

いるが、国・関係機関・各市町村・民間団体・企業や

全国の方々の温かいご支援によって、復旧と復興は着

実に進んでいる。 

しかし、未だ不自由な生活を強いられている被災者

の方々がいる。この方々が安住できるようになるまで、

そして、同じような自然災害が起こったとしても、今

度は万端の備えをして、確実に県民の命を救えるよう、

この災害により学んだノウハウや改善点を生かし、も

っと災害に強い県土づくりを目指し、取り組んでいき

たい。 


